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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和4年度当初予算及び令和3年10月1日から令和4年3月31日までの

間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負担の状

況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせするもの

です。 

 

 

 

 

令和4年6月21日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、ウィズコロナ・ 

ポストコロナ時代を見据え、「４つのチャレンジ」を進化させながら加速。 

Ⅰ 令和４年度当初予算案の概要   
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ  Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ 

 

力強い産業の創出とゆとりある暮らし

を育み、新しい豊かさを目指す。 

 

  

医療、福祉、治安、防災など県民の命

を守る生活基盤を築く。 

 
   

Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ  Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ 

茨城の未来をつくる「人財」を育て、 

日本一子どもを産み育てやすい県を 

目指す。 

 
将来にわたって夢や希望を描ける県と

するため、県内外から選ばれる、魅力

ある茨城(IBARAKI)づくりを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民幸福度 No.1の「新しい茨城」づくりに挑戦 

〇 県民の命と健康、暮らしを守り、社会経済活動との両立に注力。 
 

〇 「いばらきの底力」を最大限引き出し、未来を見据えた施策を 

積極的に推進。 
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２ 「４つのチャレンジ」の主な施策

「新しい豊かさ」へのチャレンジ

・ カーボンニュートラル産業拠点の創出を強力に推進するため、企業連携の先導モデル構築や
金融支援等に取り組み、全国に類を見ない大規模設備投資を支援する新たな基金を創設。

・ 圏央道周辺地域の「坂東山地区」において、新たな工業団地を造成。

・ 需給調査・マッチング、リサイクル飼料研究など、フードロス削減プロジェクトを推進。

＜これまでの取組み・成果＞

▶ 全国トップレベルの本社機能等誘致補助制度を創設し、22件を補助対象に認定

▶ 民間事業者の発想やノウハウを取り入れて 「茨城県フラワーパーク」をリニューアルオープン

全国トップクラスの
企業誘致実績!!

「新しい安心安全」へのチャレンジ

・ 介護人材を確保するため、外国人留学生の受入促進や技能実習生への
日本語学習支援等の取り組みを実施。

・ ケアラー・ヤングケアラー支援に向け、現状やニーズ等の実態調査等を実施。

＜これまでの取組み・成果＞

▶ 最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科を選定し、第1次13.1名、第2次4.2名の医師を確保

▶ 県民の生命・財産を守る河川改修や橋梁の耐震化等の防災・減災対策を推進 地域医療を守る医師
確保が着実に前進!! 2 



「新しい人財育成」へのチャレンジ

・ 令和5年度につくば工科高校をサイエンス専科高校に、友部高校をIT専科高校
に改編するための整備や民間委託を進めるなど、県立高等学校改革プランを推進。

・ 大学進学講演会の開催やAIドリルを活用した学力向上支援等により、
県全体の大学進学率をアップ。
＜これまでの取組み・成果＞

▶ 中高一貫教育校を新たに８校開校し、残る２校も令和４年４月に開校予定（既存校を含め計13校）

▶ 保育所等の保育の受け皿の整備と保育士の確保に努め、待機児童ゼロの水準を達成

「新しい夢・希望」へのチャレンジ

・ 県産品の輸出拡大や本県への誘客促進に向けた台湾最大級のプロモーションを展開。

・ TXの県内延伸に向けた調査・検討等を行い、延伸方面を一本化。

・ セミナーやビジネスプラン策定など、県北地域の中小企業の新事業展開を支援。

＜これまでの取組み・成果＞

▶ 海外での現地商談会等を実施し、需要開拓や販路開拓等を支援

▶ 県北地域を活性化する起業型地域おこし協力隊を大幅に増員(15人増)

農産物の輸出額が
４年間で約６倍に!!

都道府県立の中高一貫
教育校の数は全国第１位!!
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３ 令和４年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆２,８１６億７９百万円（対前年度当初比▲1.0％） 

※ うち新型コロナウイルス感染症関連分 1,750億 98百万円 

※ 新型コロナウイルス感染症関連分除きの伸び率 ▲2.3％ 

 カーボンニュートラルへの取組、高校再編のための施設整備、海外への新たな販路開

拓などについて新たに予算計上する一方、人件費、公債費等の義務的経費が減少する

見込みであることから、歳出規模は４年ぶりの減少。 

 新型コロナウイルス感染症関連分除きの比較では、▲２．３％。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ 増減率 

一 般 会 計 
1,295,178  

(1,133,096)) 

1,281,679  

(1,106,581) 

▲1.0 

(▲2.3) 

特 別 会 計 450,382 464,082 3.0 

企 業 会 計 123,091 125,442 1.9 

計 1,868,651 1,871,203 0.1 

 （注）（ ）内は、新型コロナウイルス感染症関連分を除いた額及び伸び率  

 

【一般会計当初予算額の推移】                     （単位：億円） 

  

11,117 11,357 11,629

12,952 12,817

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
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県税

3,981

31%

地方交付税

1,967

15%
国庫支出金

2,106

17%

県債※1

949

8%

地方消費税

清算金

1,303

10%

諸収入※2

1,418

11%

地方譲与税 532 

4%

その他 561

4%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 うち臨時財政対策債 265 億円 2% 

※2 うち新型コロナウイルス感染症対策融資分 861億円 7% 

 

① 県税  ３，９８１億円 【対前年度比：＋３７４億円、＋１０．４％】 

 県税収入総額は、企業収益の増による法人二税等の増などにより前年度比＋１０．４％、 

３７４億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）では、前年度比＋１３．４％、５８８億円の増で、４，９８７億円。 

 法人二税は、企業収益の増による課税所得の増などにより前年度比＋３６．６％、  

２６８億円の増で、９９９億円。 

 特別法人事業譲与税は、原資である全国の法人事業税が好調であることによる増により

前年度比＋５８．３％、１８０億円の増で、４８９億円。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税  73,158 99,908 26,750 36.6 企業収益の増 

 個人県民税  108,323 113,814 5,491 5.1 給与所得や株式等譲渡所得の増 

 地方消費税  78,924 82,534 3,610 4.6 輸入額の増加による増 

自 動 車 税  51,917 53,453 1,536 3.0  環境性能割の軽減措置終了による増 

 軽油引取税  32,307 32,052 ▲255 ▲0.8 貨物輸送量の低迷による減 

  県税収入計 360,678 398,113 37,435 10.4   

前年度から増加 

・県税（＋１０．４％） 

・地方交付税（＋５．３％） 

・国庫支出金（＋１９．９％） 

・地方消費税清算金（＋５．０％） 

・地方譲与税（＋５１．４％） 

 

前年度から減少 

・県債（▲４２．１％） 

・諸収入（▲１９．４％） 

 

歳入総額 
 

12,817 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 360,678 398,113 37,435 10.4 － 

 地方消費税清算金(清算後)② 48,084 51,395 3,311 6.9 消費活動の回

復 小計（①＋②） 408,762 449,508 40,746 10.0 

 特別法人事業譲与税   ③ 30,866 48,861 17,995 58.3 企業収益の回

復  自動車重量譲与税    ④ 319 329 10 3.1 

実質的県税 ①＋②＋③＋④ 439,947 498,698 58,751 13.4 － 

 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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0
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②  地方交付税 １，９６７億円 【対前年度比：＋９９億円、＋５．３％】 

    臨時財政対策債 ２６５億円 【対前年度比：▲６３５億円、▲７０．６％】 

 普通交付税については、令和３年度の算定結果をもとに、令和４年度の地方財政計画の

内容等を踏まえ算定し、前年度比＋５．４％、９９億円増の１，９４７億円。 

 特別交付税については、前年度同額の２０億円。 

 臨時財政対策債については、前年度比▲７０．６％、６３５億円減の２６５億円。 

 この結果、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）と臨時財政対策債を合わせた実質

的地方交付税は２，２３２億円となり、前年度比▲１９．４％、５３６億円の減。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 地財計画 

 地 方 交 付 税   186,830 196,732 9,902 5.3 3.4 

 

 

 

普 通 交 付 税     ① 184,800 194,700 9,900 5.4 
3.5 

特別交付税(通常分)② 2,000 2,000 - - 

震災復興特別交付税 30 32 2 6.7 ▲19.4 

 臨時財政対策債       ③ 90,000 26,500 ▲63,500 ▲70.6 ▲67.5 

実質的地方交付税①+②+③ 276,800 223,200 ▲53,600 ▲19.4 ▲13.5 

 

③  県債 ９４９億円 【対前年度比：▲６９１億円、▲４２．１％】 

 県債の発行額は、公共投資に充てる県債や特例的県債（臨時財政対策債）の減などによ

り前年度比▲４２．１％、６９１億円の減。 

 特例的県債（臨時財政対策債）の発行額は、前年度比▲７０．６％、６３５億円の減。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、７．４％と５．３ポイント減（前年度当

初：１２．７％）。 

 令和４年度末の通常県債（公共投資に充てる県債や退職手当債など）に係る県債残高は、

当初予算の発行額を抑制した一方で、令和３年度補正予算で、国の国土強靱化対策に対

応した公共事業等を追加したことから、令和４年度末（見込）では１兆１，４８１億円

となり、令和３年度末（見込）に比べ２５億円の増。 

 特例的県債に係る県債残高が、令和４年度末（見込）で９，６３２億円と減少すること

から、通常県債と特例的県債を合わせた県債残高は、令和４年度末（見込）で 

２兆１，１１３億円となり、令和３年度末（見込）に比べ２９４億円の減。 

 

【県債発行額の前年度比較】                                       （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 備  考 

 通 常 県 債 73,911  68,359  ▲5,552  ▲7.5 
－  公共投資に充てる県債 69,911  66,359  ▲3,552 ▲5.1 

退 職 手 当 債  4,000 2,000 ▲2,000 ▲50.0 

 特 例 的 県 債 90,000 26,500 ▲63,500 ▲70.6 臨時財政対策債 

合      計 163,911 94,859 ▲69,052 ▲42.1 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 (参考)地財計画 

 県税(地方消費税清算後) 408,762 449,508 40,746 10.0 (県税)  10.2 

 特別法人事業譲与税 30,866 48,861 17,995 58.3 58.3 

 実質的地方交付税 276,800 223,200 ▲53,600 ▲19.4 ▲13.5 

 震災復興特別交付税 30 32 2 6.7 ▲19.4 

 その他の地方譲与税等 6,555 6,401 ▲154 ▲2.3 － 

合   計 723,013 728,002 4,989 0.7 － 

 震災復興特別交付税除き 722,983 727,970 4,987 0.7 (水準超除き)  0.0 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）及び臨時財政対策債の合計額 

 ※その他の地方譲与税等は、特別法人事業譲与税以外の地方譲与税及び地方特例交付金の合計額 

 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

４６億円 【対前年度比：▲１５９億円、▲７７．５％】 

 一般財源総額は前年度と同水準を確保したものの、新型コロナ関連経費を増額して確保

したことから、一般財源基金からの繰入金４６億円を活用することで対応。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 20,500 4,617 ▲15,883 ▲77.5 

一般財源基金残高（年度末） ※1 52,058 ※2 77,200 程度 - - 

※1 R3-1月補正後の残高見込み。 

※2 R3税収見込等を踏まえ、R3補正予算での基金の積み立て等により R2末残高（772億円）を 

目標に確保。 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

７，２８０億円 【対前年度比：＋５０億円、＋０．７％】 

（震災復興特別交付税含み  対前年度比：＋５０億円、＋０．７％） 

 県税（地方消費税清算後）、特別法人事業譲与税、実質的地方交付税とその他の地方譲

与税等を合わせた実質的な一般財源総額は、７，２８０億円となり、対前年度比で 

＋０．７％、５０億円の増と前年度と同水準を確保。 
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人件費

3,080 

24%

公債費

1,460 

11%

扶助費

278 

2%

一般行政費の一部

（内数 1,349 ）

一般行政費

4,946

39%

投資的経費

（公共）

991 

8%

投資的経費

（その他）

391 

3%

税交付金等

1,671 

13%

義務的経費

4,818 

37%

投資的経費

1,382 

11%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

   

 

 
 

 

①  義務的経費 ４，８１８億円 【対前年度比：▲１２３億円、▲２．５％】 

歳出全体に占める構成比：３７．６％（前年度 ３８．２％） 

 人件費は、給与改定に伴う所要額の減等により、▲３．６％。 

 公債費は、過去に発行した高利率の県債残高の減少に伴う利子の減により、▲０．３％。 

 扶助費は、実績をベースとした事業費の見込みにより、▲１．６％。社会保障関係費（扶

助費及び一般行政費の一部）についても、▲０．４％。 

 

 

②  投資的経費 １，３８２億円 【対前年度比：▲１３５億円、▲８．９％】 

（公共▲６．８％、その他投資▲１３．８％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（特別・企業会計含み）については、安心・安全や災害に強い県土づくり

などの視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等の進捗を図ることとし、令和３年度

実績ベースの見込みにより、前年度比▲９．６％の７８１億円。 

 なお、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等の国の経済対策への対

応については、令和３年度１月補正予算に前倒しして２８８億円を計上。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（特別・企業会計含み）については、通学路等の安全対策や、道路・堤防

の補修等の維持管理・長寿命化対策、防災インフラ整備等を引き続き着実に進めるとと

もに、新産業廃棄物処分場関連道路の整備にも取り組むことから、前年度比＋４．１％

の２６３億円。 

 

前年度から増加 

・一般行政費（＋２．３％） 

・税交付金等（＋０．８％） 

 

前年度から減少 

・人件費（▲３．６％） 

・公債費（▲０．３％） 

・扶助費（▲１．６％） 

[社会保障関係費（▲０．４％）] 

・投資的経費（▲８．９％） 

 

歳出総額 
 

12,817 

社会保障関係費 
1,627 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比▲６．５％の１，０４４億円。なお、一般会計分は、

前年度比▲６．８％の９９１億円。 

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」などの国の経済対策分（令和３

年度１月補正予算で計上）等を合算した場合は、▲５．４％の１，３３２億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

● その他投資については、強い農業づくりに向けた農産園芸共同利用施設の整備に対する支

援の減などにより、前年度比▲１３．８％の３９１億円。 

 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ３ Ｒ４ 増 減 増減率 

 国補公共事業 86,396  78,074  ▲8,322  ▲9.6  

 

 

補 助 事 業 66,303  61,458  ▲4,845  ▲7.3  

直轄事業負担金 20,093  16,616  ▲3,477  ▲17.3  

 県単公共事業 25,318  26,350  1,032  4.1  

合  計 111,714  104,424  ▲7,290  ▲6.5  

 

 

＜参考＞ 令和３年度予算に前倒しして計上した国の経済対策（「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」等）への対応分を合算した場合の金額及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R3経済対策 

(R3.1月補正) 

A 

R4当初 

 

B 

計 

 

C=A+B 

R2経済対策 

 

D 

R3当初 

 

E 

計 

 

F=D+E 

増減率 

 

C/F 

28,807 104,424 133,231 29,067 111,714 140,781 ▲5.4 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

国補公共事業 ９４６  １，０２４  １，０２１  ８６４ ７８１ 

県単公共事業 ２３５  ２４１   ２５３   ２５３ ２６３ 

合計 １，１８１ １，２６５ １，２７４ １，１１７ １，０４４ 

 震災関連分除き ８９３ ９８１ １，０５２ １，１１７ １，０４４ 

 

 

③  一般行政費 ４，９４６億円【対前年度比：＋１１０億円、＋２．３％】 

一般行政費は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業のほか、 

 カーボンニュートラル社会を支える産業拠点の形成やフードロス削減等を促進するサステ

ナブルな社会づくり 

 介護人材の確保や防災・防犯対策などの生活基盤づくり 

 時代の変化に対応した学校づくりや困難を抱える子どもへの支援などの「人財」育成 

 戦略的な県産品の輸出促進や魅力発信、デジタルトランスフォーメーションの推進 

などに重点的に取り組むための所要額を計上。 

 

  

県単公共事業 

国補公共事業 

公共事業計（震災関連分除き） 
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④ 新型コロナウイルス感染症対策関連事業 １，７５１億円【再掲】 

感染症対策と社会経済活動の両立を図るため、県民の命と健康を守るために必要な予算及び

影響を受ける県内産業等を支援するために必要な予算を引き続き計上。 

[主な事業]  

 感染症拡大防止策と医療提供体制の整備等については、病床確保などの医療提供体制の

充実、ワクチン接種体制の強化、行政検査の拡充等に関する事業を計上。 

 県民生活等への支援については、小学校の臨時休業に伴う放課後児童クラブの実施に対

する補助や、リモート授業や教員のテレワーク環境構築等に関する事業を計上。 

 県内産業等への支援については、一定要件のもと無利子・無担保となる新型コロナウイ

ルス感染症対策融資などに関する事業を計上。 

 

【新型コロナウイルス感染症対策関連事業の規模等】            （単位：百万円） 

区 分 
Ｒ元 
Ａ 

Ｒ２ 
Ｂ 

Ｒ３ 
Ｃ 

Ｒ４当初 
Ｄ 

合 計 
Ａ～Ｄ 

一般会計 ８２６ ２５０，４６０ ３２８，３２１ １７５，０９８ ７５４，７０５ 

特別会計 － ２ － － ２ 

企業会計 － ２４６ ５９６ － ８４２ 

合 計 ８２６ ２５０，７０８ ３２８，９１７ １７５，０９８ ７５５，５４９ 

 ※ Ｒ元、Ｒ２は最終補正予算後の額。Ｒ３は１月補正予算後の額。 
 

＜参考＞ 令和４年度当初予算分の内訳（一般会計）   （単位：百万円） 

区 分 Ｒ４当初 

１ 感染症拡大防止策と医療提供体制の整備等 ８２，９１９ 

２ 県民生活等への支援 １，４０５ 

３ 県内産業等への支援 ８９，０７４ 

４ 予備費 １，７００ 

合 計 １７５，０９８ 

 

⑤ 財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

[財政健全化に向けた目標] 

 特例的県債を除く県債残高を前年度以下に縮減 

→ 県債残高については、国の政策（国土強靭化５か年計画）により増。ただし、それ除き 

では前年度以下に抑制。 

 臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合のプライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和４年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 
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9,621 9,699 9,850 9,951 9,632

11,614 11,381 11,377 11,456 11,481

11,117 11,357 11,629 12,952
12,817

-11,000

-3,000

5,000

13,000

当初予算額 

1,198

1,111 

851 
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771

555 581

338

-65

506

-500

0

500

1,000

1,500

Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

臨時財政対策債を地方交付税として算定 プライマリーバランス

【県債残高の推移】                               （単位：億円） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

県債残高総額 
H30 R 元 R2 R3 R4 

２１，２３５ ２１，０８０ ２１，２２７ ２１，４０７ ２１，１１３ 

（注）R2 までは決算額、R3 は最終補正予算時見込額、R4は当初予算時見込額 

「通 常 県 債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など 

「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な

県債（臨時財政対策債、減収補塡債など） 

 

 

【プライマリーバランスの推移】                       

                                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）R2 までは決算額、R3 は最終補正予算時見込額、R4は当初予算時見込額 

11,000 

3,000 特例的県債残高 

通常県債残高 

黒字 

赤字 

 13 



 14 



 15 



 16 



 17 



 18 



 19 



 20 



 21 



 22 



 23 



 24 



 25 



 26 



 27 



 28 



 29 



 30 



•
•

•

•

 31 



 32 



 33 



 34 



 35 



 36 



 37 



 38 



 39 



 40 



７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円，％） 

区 分 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 319,375  24.7  307,973  24.0  ▲11,402  ▲3.6  

公 債 費 146,434  11.3  146,021  11.4  ▲413  ▲0.3  

扶 助 費 28,275  2.2  27,833  2.2  ▲442  ▲1.6  

社会保障 

関 係 費 
(163,319)  (12.6)  (162,743)  (12.7)  (▲576)  (▲0.4)  

計 494,084  38.2  481,827  37.6  ▲12,257  ▲2.5  

 
 

 
 

 

投 
 

 

資 
 
 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 106,360  8.2  99,100  7.7  ▲7,260  ▲6.8  

 うち国補 81,073  6.3  72,781  5.7  ▲8,292  ▲10.2  

うち県単 25,287  1.9  26,319  2.0  1,032  4.1  

そ の 他 45,421  3.5  39,141  3.1  ▲6,280  ▲13.8  

 うち国補 27,326  2.1  19,804  1.6  ▲7,522  ▲27.5  

うち県単 18,095  1.4  19,337  1.5  1,242  6.9  

計 151,781  11.7  138,241  10.8  ▲13,540  ▲8.9  

 うち国補 108,399  8.4  92,585  7.3  ▲15,814  ▲14.6  

うち県単 43,382  3.3  45,656  3.5  2,274  5.2  

一 般 行 政 費 483,554  37.3  494,550  38.6  10,996  2.3  

税 交 付 金 等 165,759  12.8  167,061  13.0  1,302  0.8  

 合  計   1,295,178  100.0  1,281,679  100.0  ▲13,499  ▲1.0  

（注）公共事業は区画整理事業（特別会計）及び下水道事業（企業会計）除きである。 
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８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円，％） 

款 名 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税        360,678    27.8        398,113    31.1       37,435     10.4 

地方消費税清算金        124,169     9.6        130,320    10.2         6,151      5.0 

地 方 譲 与 税        35,121     2.7        53,162     4.1       18,041     51.4 

地方特例交付金         2,300     0.2         2,100     0.2        ▲200    ▲8.7 

地 方 交 付 税        186,830    14.4        196,732    15.3        9,902      5.3 

交通安全対策特別交付金            731     0.1            754     0.1           23     3.1 

分担金及び負担金          8,226     0.6          8,320     0.6           94      1.1 

使用料及び手数料         17,454     1.3         16,181     1.3       ▲1,273    ▲7.3 

国 庫 支 出 金        175,647    13.6        210,572    16.4        34,925     19.9 

財 産 収 入          1,733     0.1          2,338     0.2           605    34.9 

寄 附 金            109     0.0            104     0.0           ▲5    ▲4.6 

繰 入 金         37,374     2.9         21,289     1.6      ▲16,085   ▲43.0 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       175,895    13.6       141,835    11.1      ▲34,060   ▲19.4 

県 債        163,911    12.7         94,859     7.4      ▲69,052  ▲42.1 

 合  計        1,295,178   100.0      1,281,679   100.0      ▲13,499    ▲1.0 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円，％） 

款 名 R 3 当 初 

（Ａ） 

R3当初 

構 成 比 

R 4 当 初 

（Ｂ） 

R4当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

議 会 費 1,685  0.1  1,704  0.1  19  1.1  

総 務 費 46,998  3.6  38,302  3.0  ▲8,696  ▲18.5  

企 画 開 発 費 10,918  0.8  11,059  0.9  141  1.3  

生 活 環 境 費 14,563  1.1  14,547  1.1  ▲16  ▲0.1  

保 健 福 祉 費 254,216  19.6  300,064  23.4  45,848  18.0  

労 働 費 2,676  0.2  2,646  0.2  ▲30  ▲1.1  

農林水産業費 48,377  3.7  42,041  3.3  ▲6,336  ▲13.1  

商 工 費 176,724  13.7  143,087  11.2  ▲33,637  ▲19.0  

土 木 費 103,616  8.0  95,192  7.4  ▲8,424  ▲8.1  

警 察 費 64,184  5.0 62,316  4.8  ▲1,868  ▲2.9  

教 育 費 270,967  20.9  262,450  20.5  ▲8,517  ▲3.1  

災 害 復 旧 費 988  0.1  813  0.1  ▲175  ▲17.7  

公 債 費 146,439  11.3  146,026  11.4  ▲413  ▲0.3  

諸 支 出 金 150,827  11.7  159,432  12.4  8,605  5.7  

予 備 費 2,000  0.2  2,000  0.2  -  0.0  

 合  計   1,295,178  100.0  1,281,679  100.0  ▲13,499  ▲1.0  
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義務的経費
37.6%

一般行政費
38.6%

投資的経費
10.8%

税交付金等
13.0%

県単
1.5%

国補
1.6%

県単
2.0%

国補
5.7%

人件費
24.0%

公債費
11.4%

扶助費
2.2%

投資的経費

その他

3.1%

公共事業費
7.7%

＜歳出（性質別内訳）＞

社会保障関係費

12.7%

1,627億円

3,080億円

1,460億円

278億円

4,946億円

991億円

1,671億円

391億円

一般行政費の一部

1,349億円（内数）
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県税

国庫支出金
地方交付税

諸収入

地方消費税清算金

県債

地方譲与税

繰入金

使用料及び手数料
分担金及び負担金 繰越金 その他

＜歳入＞

161億8,100万円
(1.3％)

531億6,200万円

(4.1％) 948億5,900万円
(7.4％)

1,303億2,000万円
(10.2％)

1,418億3,500万円
（11.1％）

1,967億3,200万円
(15.3％）

歳入総額

1兆2,816億7,900万円
(100.0%)

212億8,900万円
(1.6％)

50億円
(0.4％)

・地方特例交付金
・財産収入
・交通安全対策特別交付金
・寄附金

83億2,000万円
(0.6％)

3,981億1,300万円
(31.1%)

2,105億7,200万円
(16.4%)

52億9,600万円
(0.5％)

保健福祉費

教育費

諸支出金

公債費

商工費

土木費

警察費

生活環境費

総務費

農林水産業費

企画開発費 その他

＜歳出＞

420億4,100万円
(3.3%)

3,000億6,400万円
(23.4%)

2,624億5,000万円
(20.5%)

1,594億3,200万円
(12.4%)

1,460億2,600万円
(11.4%)

1,430億8,700万円
(11.2%)

951億9,200万円
(7.4%)

623億1,600万円
(4.8%)

383億200万円
(3.0%)

145億4,700万円
(1.1%)

110億5,900万円
(0.9%)

・労働費
・議会費
・災害復旧費
・予備費

歳出総額

1兆2,816億7,900万円
(100.0%)

71億6,300万円
(0.6%)
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R3当初 
(Ａ) 

R4当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 16,877      16,133      ▲744  ▲4.4  

公 債 管 理 146,926      174,578       27,652  18.8  

市 町 村 振 興 資 金 1,418          860         ▲558  ▲39.4  

鹿島臨海工業地帯造成事業 3,744        2,199       ▲1,545  ▲41.3  

県立医療大学付属病院 3,149        3,196         47  1.5  

国 民 健 康 保 険 241,590      236,695      ▲4,895  ▲2.0  

母子・父子・寡婦福祉資金 209         227          18  8.6  

中 小 企 業 事 業 資 金 2,483    2,298      ▲185  ▲7.5  

農 業 改 良 資 金 68           69          1  1.5  

林業・木材産業改善資金 92           91          ▲1  ▲1.1  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72           72    -  0.0  

港 湾 事 業 10,973        8,719    ▲2,254  ▲20.5  

都市計画事業土地区画整理事業 22,781       18,945      ▲3,836  ▲16.8  

 合  計   450,382       464,082       13,700  3.0  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円，％） 

会 計 名 R3当初 
(Ａ) 

R4当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 29,966   29,999   33  0.1  

水 道 事 業 30,463   33,264   2,801  9.2  

工 業 用 水 道 事 業 20,276   18,810   ▲1,466  ▲7.2  

地 域 振 興 事 業 13,861   14,496   635  4.6  

鹿島臨海都市計画下水道事業 4,789   5,590   801  16.7  

流 域 下 水 道 事 業 23,736   23,283   ▲453  ▲1.9  

 合  計   123,091   125,442   2,351  1.9  
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Ⅱ 令和３年度１月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

・ 国の補正予算等に対応して、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動の両立を

図るために必要な事業や、未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動、防災・減災の推進

などに必要な事業について、スピード感を持って計上するもの。 

 

 

２ 補正予算の規模 
（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，４４８，１１１ ４４，２３４ １，４９２，３４５ 

特別会計 ４５０，３８２ － ４５０，３８２ 

企業会計 １２３，４７２ １，４２０ １２４，８９２ 

合 計 ２，０２１，９６５ ４５，６５４ ２，０６７，６１９ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策予算の規模           （単位：百万円） 

区 分 
現計 

a 

今回補正予算 

b 

合計 

a＋b 

一般会計 ３１３，５５８ １４，７６３  ３２８，３２１ 

特別会計 － － － 

企業会計 ５９６ － ５９６ 

合 計 ３１４，１５４ １４，７６３  ３２８，９１７ 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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３ 主な事業                            （単位：百万円） 

（１）新型コロナウイルス感染症対策                  １４，７６３ 

① 感染拡大防止策と医療提供体制の整備等               ６，７３９ 

・ 感染症予防医療法施行事業                     ６，７１３ 

（ワクチン・検査パッケージ等に係る無料検査体制の構築） 

 

② 県民生活等への支援                       ５，０２６ 

新 低所得のひとり親世帯生活支援特別給付金事業            １，６７８ 

（県独自の低所得ひとり親世帯等への給付金の支給） 

新 県立学校施設環境改善関連事業                                  ３，０６８ 

（県立学校における感染症対策のための空調設備の整備及びトイレの洋式化等） 

・ 県立学校教育活動継続支援事業                     ２８０ 

（県立学校における感染症対策等に必要な物品整備等） 

 

③ 県内産業等への支援                        ２，９９７ 

新 見守り介護機器普及支援事業                        ３１ 

（介護施設等に対する見守り介護機器の導入費用の支援） 

・ ひたちなか大洗リゾート構想推進事業                   ８１ 

（マリンレジャーを活用したブランド力向上及び本エリアの渋滞調査） 

・ いば旅あんしん割事業                        ２，７２０ 

（ワクチン・検査パッケージを活用した旅行割引支援の実施） 

新 インバウンド誘客プロモーション強化事業                  １２ 

（海外との往来再開に備えた、映像による台湾向け誘客プロモーションの実施） 

新 茨城地酒振興事業                             ５２ 

（県産日本酒のブランド力向上推進のための集中プロモーション等の実施） 

新 露地野菜産地イノベーション推進事業                  １０２ 

（収益力向上のための露地野菜の差別化に必要な商品の試作や施設整備等に対する支援） 
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（２）未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動             ４２０ 

新 担い手確保・経営強化支援事業                     ２３４ 

（農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械・施設導入に対する補助） 

・ 農地集積総合支援基金積立金                      １３９ 

（機構集積協力金交付事業分の基金の積み立て） 

新 スマート林業導入支援事業                         １７ 

（スマート林業機械等を導入する経費に対する補助） 

新 社会的養護従事者処遇改善事業                      １６ 

（児童養護施設等職員の収入の引上げ措置に対する補助） 

 

（３）防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保      ２９，０５１ 

【企業会計含み３０，４７２】 

・ 国補公共事業                          ２８，２９４ 

                          【流域下水道事業会計５１３】 

（緊急輸送道路の整備や橋梁の老朽化対策、河川の整備、土地改良事業等） 

・ 鹿島臨海都市計画下水道事業     【鹿島臨海都市計画下水道事業会計９０８】 

（下水処理場設備及び管渠の老朽化対策等） 

新 防災情報通信設備整備事業                       ３９３ 

（震度計や県と消防庁との通信回線の更新等） 

・ 原子力災害対策事業                           ３４５ 

（屋内退避施設の放射線防護対策等への補助） 

・ 特定交通安全施設整備事業                         ２０ 

（標識や横断歩道などの交通安全施設の整備等） 

 

４ 繰越明許費    （単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ２５，１９９ 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  －  ３６０，６７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  －  １２４，１６９  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  －  ３５，１２１  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  －  ２，３００  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  －  １８６，８３０  

交通安全対策特別交付金 ７３１  －  ７３１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，２７０  ６４７  ８，９１７  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５４  －  １７，４５４  

国 庫 支 出 金 ３１７，７６６  ２５，９２６  ３４３，６９２  

財 産 収 入 １，７３３  －  １，７３３  

寄 附 金 １０９  －  １０９  

繰 入 金 ４２，１３４  ６０  ４２，１９４  

繰 越 金 ８，５１９  ４７  ８，５６６  

諸 収 入 １７７，９４１  －  １７７，９４１  

県 債 １６４，３５６  １７，５５４  １８１，９１０  

計 １，４４８，１１１  ４４，２３４  １，４９２，３４５  
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 ６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  －  １，６８５  

総 務 費 ４７，００３  －  ４７，００３  

企 画 開 発 費 １１，０１２  ８１  １１，０９３  

生 活 環 境 費 １４，６４７  ７３７  １５，３８４  

保 健 福 祉 費 ３２１，６０８  ８，４３９  ３３０，０４７  

労 働 費 ２，６７６  －  ２，６７６  

農 林 水 産 業 費 ４８，６４８  ４，１１７  ５２，７６５  

商 工 費 ２５９，０１１  ２，７８３  ２６１，７９４  

土 木 費 １０４，４０９  ２４，５５８  １２８，９６７  

警 察 費 ６４，１８４  ４６  ６４，２３０  

教 育 費 ２７０，９７３  ３，３４８  ２７４，３２１  

災 害 復 旧 費 ９８８  １２５  １，１１３  

公 債 費 １４６，４４０  －  １４６，４４０  

諸 支 出 金 １５０，８２７  －  １５０，８２７  

予 備 費 ４，０００  －  ４，０００  

計 １，４４８，１１１  ４４，２３４  １，４９２，３４５  
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ワクチン・検査パッケージ制度の促進及び感染拡大時における無料検査事業を展開するため、県内
に検査拠点（230拠点程度を想定）を整備するとともに、無料検査の対象となる検査費用及び検査拠点
に対する体制整備費用等を支援し、感染拡大防止及び社会経済活動の両立を図ります。

感染症予防医療法施行事業

令和３年度１月補正予算案

【令和3年度1月補正予算額 6,713百万円】

２ 感染拡大時における無料検査事業に係る検査費用補助

感染拡大時において、感染に不安を感じる方へのＰＣＲ等無料検査費用を補助

（計103万回分を計上）

（1,639百万円）

（4,563百万円）

１ ワクチン検査パッケージに係る無料検査費用補助

１ ワクチン・検査パッケージ利用に係る検査費用補助

３費用補助

保健福祉部感染症対策課予防・対策Ｇ (029-301-3219)

３ 無料検査実施拠点等整備費用補助

上記１及び２の事業を円滑に実施するため、県内の薬局等を中心に無料検査実施事業者の検査体制を整備支援

（計230拠点を整備）

（511百万円）

健康上の理由によるワクチン未接種の方等を対象に、ワクチン・検査パッケージを利用する際の検査費用を補助

（計37万回分を計上）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、児童扶養手当を受給しているなどの低
所得のひとり親世帯に対し、新年度に向けた支出の増加等の影響を勘案し、本県独自に生活
支援特別給付金（児童1人あたり5万円）を支給します。

低所得のひとり親世帯生活支援特別給付金事業（新規）

保健福祉部子ども政策局青少年家庭課

青少年・母子福祉Ｇ（029-301-2183）
【令和3年度1月補正予算額 1,678百万円】

１ 対象者

① 令和4年1月分の児童扶養手当受給者（申請不要）
② 公的年金等を受給していることにより、令和4年1月分の児童扶養手当を受給していない

方（要申請）
③ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急変するなど、収入が児童扶養手当受給

者と同じ水準になっている方（要申請）

２ 給付額

児童1人当たり一律5万円

３ 実施主体

県(町村部居住者)
市(市部居住者)

５ 財源

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（国10/10）

４ 給付時期

対象者① 3月末までに支給
対象者②・③ 5月末までに支給

令和３年度１月補正予算案 P
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新型コロナウイルス感染症の感染防止対策として，体育館の空調整備及び特別教室棟の
トイレ洋式化など児童生徒の健康対策及び学習環境の改善を図ります。

県立学校施設環境改善関連事業（新規）

令和３年度１月補正予算案 PP

【令和3年度1月補正予算額 3,068百万円】 教育庁総務企画部財務課施設Ｇ（029-301-5173）

空調設備の整備

１ 特別支援学校の体育館における空調設備の整備 496百万円
・体育館メインアリーナ（22校）

２ 県立高等学校における空調設備の整備（2校） 65百万円

（561百万円）

トイレの洋式化
（2,507百万円）

１ 県立学校の特別教室棟におけるトイレの洋式化 2,058百万円
・高等学校及び中等教育学校・附属中学校（95校）
・特別支援学校（23校）

２ 特別支援学校における多目的トイレの整備（15校） 449百万円

整備後

整備後

新型コロナウイルス感染症により、介護施設等における職員体制の縮小や、介護職員の
感染症対策への業務負荷が増えている現状を踏まえ、感染拡大防止、介護職員の負担軽減
を図るため、介護施設等に対し、見守り介護機器の導入経費を補助します。

見守り介護機器普及支援事業（新規）

令和３年度１月補正予算案 PP

【令和3年度1月補正予算額 31百万円】
保健福祉部長寿福祉推進課

介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）

○介護施設等における見守り介護機器の導入費用を補助

・補 助 先：介護保険施設・事業所

・補助対象：センサー付きベッド等

・補 助 率：県1/2、事業主体1/2

・補助上限：1機器あたり30万円

【参考】令和3年度介護報酬改定

見守り介護機器等を導入した場合の夜間における

特別養護老人ホーム（従来型）の人員配置基準の緩和

条件：① 施設内の全床に見守り機器を導入

② 夜勤職員全員がインカム等のICTを使用

③ 安全体制を確保

【見直し後の夜間における人員配置基準】

現行の配置人員数が2人以上の場合に限り、

1日あたりの配置人員数を、常勤換算方式で

2割減とする

（例：3人 → 2.4人）
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ひたちなか大洗エリアのリゾート化に向け、マリンレジャーを活用したブランド力向上
を図るとともに、周遊促進・観光消費単価向上につながる渋滞対策のための調査を実施し
ます。

ひたちなか大洗リゾート構想推進事業

令和３年度 当初予算案 PP

政策企画部地域振興課ひたちなか整備室（029-301-2778）【令和3年度1月補正予算額 81百万円】

１ マリンレジャーを活用したブランド力向上（21百万円）

本地域では希少な、富裕層まで訴求し得るマリンレジャーである大洗のカジキ釣り大
会を国内外の富裕層に訴求できるものとし、併せて、様々なコンテンツ提供により、一
般の釣りファンを含むその他のマリンレジャーファンにも訴求するイベントに発展させ、
地域のブランド力向上を図り、新たな顧客層獲得につなげる。
主な内容：①イベント全体の総合プロデュース

（イベント全体像の設計や魅力的なコンテンツ招致、誘客ＰＲ等）
②本大会を国内外のカジキファンに発信できるインフルエンサー等の招聘

２ 交通状況調査の実施（60百万円）

エリア全体の交通状況及び渋滞原因を明らかにし、渋滞対策の検討を行う。

主な内容：①ひたちなか大洗エリアの交通状況実態把握調査
（交通量調査、混雑時の速度状況分析、駐車場利用実態調査等）
②渋滞原因の分析、渋滞対策の提案、効果検証

県内旅行割引支援制度について、ワクチン・検査パッケージの活用を前提に、実施期間
を延長するとともに、内容を一部拡充し、感染拡大を防止しながら観光需要の喚起を図り
ます。

いば旅あんしん割事業

令和３年度１月補正予算案 PP

【令和3年度1月補正予算額 2,720百万円】 営業戦略部観光物産課誘客営業Ｇ（029-301-3622）

１ 実施期間の延長

令和4年3月10日（木）宿泊分まで延長 （延長前：令和3年12月31日（金））

２ 支援対象の拡充

①対象エリアの拡大

ワクチン接種又は陰性証明を条件に、対象エリア拡大に同意した隣接県からの旅行を支援対象

に追加 ※感染状況を踏まえ、1月15日（土）から当面の間、県民限定で実施

②日帰り旅行を支援対象に追加

３ 支援内容

①対象：ワクチン接種済（2回）又は検査で陰性である茨城県民又は隣接県民

②内容：県内の日帰り又は宿泊旅行を割引支援（宿泊は同一旅行で2泊までを上限）

日帰り又は宿泊旅行料金
1人（1泊）当たり

割引支援額 クーポン券

1万円以上 5千円

上限2千円6千円以上1万円未満 3千円

3千円以上6千円未満 1.5千円

※新型コロナウイルスの感染状況により、内容が変わる可能性があります。
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コロナ禍が長期化する中、海外との往来再開に備え、戦略的に本県への旅行意欲の喚起
を図っていくため、台湾に向けた映像による誘客プロモーションを展開します。

インバウンド誘客プロモーション強化事業（新規）

令和３年度１月補正予算案

【令和3年度1月補正予算額 12百万円】 営業戦略部国際観光課国際誘客Ｇ（029-301-3616）

○ 映像プロモーションによる話題づくり（７百万円）

県内観光地を舞台に、ストーリー性のあるPR映像を制作するとともに、SNS等と連動し
たクロスメディアでのプロモーションを展開し、話題を喚起。
・映像制作及び配信
・Facebook等によるSNSキャンペーンの実施

○ 制作した映像をテーマにした誘客の仕組みづくり（５百万円）

制作した映像をきっかけとした県内誘客を促すため、ロケ地
等を巡る旅行商品を造成。
・旅行商品の開発
・訪日台湾人向け旅行サイトでの特集ページの制作及び販売

県産日本酒の魅力やイメージ向上のため、付加価値の高い日本酒開発から県内外での商
品プロモーション、ＥＣ対応人材育成まで、一貫したブランド化支援をします。

茨城地酒振興事業（新規）

令和３年度１月補正予算案 PP

【令和3年度1月補正予算額 52百万円】 産業戦略部技術革新課地域産業振興室（029-301-3585）

１ プレミアム日本酒の開発支援等
県内酒蔵のプレミアム日本酒の開発支援、ＥＣ対応人材の育成（３蔵程度）

２「いばらき地酒バー」を拠点とした日本酒開発の仕組みづくり及びＰＲイベント開催
消費者データの収集、酒蔵への提供・商品への助言、オンラインイベント開催 等

３ 飲食店等と連携した県産地酒の普及推進
（１）「いばらき地酒認定制度」の拡充・推進

取扱い店舗の店先にのぼり掲出、地酒マップの作成・配布、集客イベント開催 等

（２）いばらき地酒ソムリエの育成・活用
いばらき地酒ソムリエを活用した本県産日本酒に関する情報発信 等

（３）都内において県内酒蔵が出展する日本酒の試飲会の開催及びセット販売

４ ブランド推進
県内の高級レストランでの取扱い推進や日本酒と料理のペアリング等による

インフルエンサーを活用したプロモーション
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本県の主要な露地野菜であるれんこん、はくさい、キャベツについて、実需者や消費者

から選ばれる産地になるよう、差別化した商品づくりや需要がある品目への転換、最新の
デジタル技術を活用した高精度な出荷予測の導入等の革新的な取組を支援します。

露地野菜産地イノベーション推進事業（新規）

令和３年度１月補正予算案 P

【 R3年度1月補正予算額 102百万円 】

１ 露地野菜産地が取り組むイノベーションの促進（90百万円）

２ 県における差別化等取組の推進（12百万円）

（１）れんこんの差別化に向けた食味等基礎データの収集（11百万円）

（２）加工・業務向け取引先とのマッチング推進（1百万円）

○事業主体： 農業者が組織する団体等（対象品目：れんこん、はくさい、キャベツ、レタス）

○成果目標： 販売農家1戸あたりの生産農業所得10％以上の向上

○補 助 率： ①ソフト事業（差別化商品の試作、新品種・新技術の導入試験等）定額

②ハード事業（品目転換等に必要な機械・施設の整備） １／２以内

※①と②の合計が15,000千円以内

○事業内容：プレミアム規格や差別化商品の試作

計画出荷のための出荷予測システムの導入

契約取引等の安定した販路の確保

需要がある品目への転換

農林水産部産地振興課露地野菜Ｇ（029-301-3950）

社会資本の整備

令和３年度 1月補正予算案 PP

土木部監理課予算Ｇ（029-301-4329）、農林水産部農業政策課総務Ｇ（029-301-3817）

１ 国補公共事業

（直轄事業負担金： 7,883百万円）
道路(東関東自動車道水戸線など)、治水(那珂川など)等

（補 助 事 業：20,924百万円）
道路橋梁(国道118号袋田バイパス、北浦大橋など)、河川(涸沼川など)、
港湾（茨城港など）、土地改良（ほ場整備・三坂地区など）等

〇防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保等
道路・橋梁の老朽化対策、河川改修、防波堤改良、農地の大区画化等
・事業箇所：橋梁修繕等15箇所、河川改修32箇所、防波堤改良1箇所、

農地の大区画化等13箇所等

２ 鹿島臨海都市計画下水道事業

〇防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保等
下水道の老朽化対策
・事業箇所：下水処理場設備改築1箇所、管渠改築1箇所等

【全会計28,807百万円】28,294百万円

908百万円
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Ⅲ 令和３年度２月（最終）補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                          （単位：百万円） 

区分 現   計 補 正 額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，４９２，３４４ ▲１４，６８６ １，４７７，６５８ 

特 別 会 計 ４５０，３８２ ２１，２９０ ４７１，６７２ 

企 業 会 計 １２４，８９２ ▲２，８３７ １２２，０５５ 

計 ２，０６７，６１８ ３，７６７ ２，０７１，３８５ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                              （百万円） 

・ 県税（法人事業税の増等）                                 ３３，４１０ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の増）               １０，２２５ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の増等）             １４，９４７ 

・ 地方交付税（国補正関連に伴う増）                ３２，１３７ 

・ 国庫支出金（国内示額の確定等に伴う減）            ▲１０，５６６ 

・ 繰入金（財政調整基金繰入金の減等）              ▲３３，３６２ 

・ 繰越金（決算確定に伴う増）                   １５，４６６ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）            ▲４４，７８９ 

・ 県債（公共事業の減に伴う減等）                ▲３１，５５５ 

    （うち臨時財政対策債（国補正関連に伴う減）          ▲２４，６２９） 

 

（歳 出）                                                              （百万円） 

①新型コロナウイルス感染症対策関連 

新 県有施設管理業務支援事業                       ５９５ 

    （緊急事態宣言時における県有施設の休館に伴う入居事業者、指定管理者等に対する支援） 

 

   ・ 感染症予防医療法施行事業（実績による減）           ▲ ２，４２０ 

 

・ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業（実績による減）   ▲ ２，２９３ 

 

②今後の財政需要を踏まえた積立 

   新 カーボンニュートラル産業拠点創出推進基金積立金         ２０，０００ 

    （脱炭素社会の実現に資する取組を行う企業を支援するための基金の設置） 

 

   ・ 企業立地促進基金積立金（企業誘致活動強化事業分）        １４，０００ 

    （新たな成長分野の研究所・本社機能や生産拠点等の誘致のための基金の積増し） 

 

   ・ 公共施設長寿命化推進基金積立金                 １７，０００ 

（県有施設の修繕、改築等を計画的に実施するための基金の積増し） 

 

   ・ 財政調整基金積立金                       １０，４７４ 

    （将来の景気変動や大規模な災害など不測の事態に備えるための基金の積増し） 
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③その他 

   ・ いば旅あんしん割事業                       ５，９２８ 

    （感染拡大防止と社会経済活動の両立を図る旅行割引支援の実施） 

 

   ・ 健やかこども基金積立金                        ３０１ 

    （子育て家庭への新たな支援及び不妊治療費に対する助成に係る基金の積増し） 

 

     ・ 公共事業               【全会計▲ ８，４２８】▲ ８，０３９ 

   （国内示額の確定等に伴う減） 

 

   ・ 中小企業融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）     ▲３９，５１９ 

 

  ・ 退職手当（退職者数の実績による減）              ▲ １，５４５ 

 

  ・ 公債費（利子の支払い等の実績による減）            ▲ ２，２０８ 

 

  ・ 企業誘致活動強化事業（企業向け補助金の実績による減）       ▲ ５，０２４ 

 

  ・ 食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業（補助金の実績による減）  ▲ １，３８４ 

 

 

３ 繰越明許費                                               （単位：百万円） 

区  分 Ｒ２→Ｒ３ Ｒ３→Ｒ４ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １４０，１４３ １３９，８５９ ▲２８４ ▲ ０．２％ 

特別会計 ４，０３９ ３，２６０ ▲７７９ ▲１９．３％ 

 

 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策関連予算の規模       （単位：百万円） 
 

区 分 
R3現計 

A 

今回補正予算 

B 

合計 

A+B 

（参考） 

R4当初 

一般会計 ３２８，３２１ ▲３４，７７６ ２９３，５４５ １７５，０９８ 

特別会計 － － － － 

企業会計 ５９６ － ５９６ － 

合 計 ３２８，９１７ ▲３４，７７６ ２９４，１４１ １７５，０９８ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３６０，６７８  ３３，４１０  ３９４，０８８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，１６９  １０，２２５  １３４，３９４  

地 方 譲 与 税 ３５，１２１  １４，９４７  ５０，０６８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，３００  ▲１７３  ２，１２７  

地 方 交 付 税 １８６，８３０  ３２，１３７  ２１８，９６７  

交通安全対策特別交付金 ７３１  ２０  ７５１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，９１７  ▲２７５  ８，６４２  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，４５４  ▲８３９  １６，６１５  

国 庫 支 出 金 ３４３，６９１  ▲１０，５６６  ３３３，１２５  

財 産 収 入 １，７３３  ５５６  ２，２８９  

寄 附 金 １０９  １１２  ２２１  

繰 入 金 ４２，１９４  ▲３３，３６２  ８，８３２  

繰 越 金 ８，５６６  １５，４６６  ２４，０３２  

諸 収 入 １７７，９４１  ▲４４，７８９  １３３，１５２  

県 債 １８１，９１０  ▲３１，５５５  １５０，３５５  

計 １，４９２，３４４  ▲１４，６８６  １，４７７，６５８ 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８５  ▲７２  １，６１３  

総 務 費 ４７，００３  ２０，００６  ６７，００９  

企 画 開 発 費 １１，０９４  ２０，１７１  ３１，２６５  

生 活 環 境 費 １５，３８４  ▲２，７１５  １２，６６９  

保 健 福 祉 費 ３３０，０４７  ▲８，１２３  ３２１，９２４  

労 働 費 ２，６７６  ▲３５５  ２，３２１  

農 林 水 産 業 費 ５２，７６５  ▲１０，５１９  ４２，２４６  

商 工 費 ２６１，７９４  ▲３１，０５５  ２３０，７３９  

土 木 費 １２８，９６６  ▲６，３８８  １２２，５７８  

警 察 費 ６４，２３０  ▲７８３  ６３，４４７  

教 育 費 ２７４，３２１  ▲５，０６９  ２６９，２５２  

災 害 復 旧 費 １，１１３  ▲１１２  １，００１  

公 債 費 １４６，４３９  ▲２，２０８  １４４，２３１  

諸 支 出 金 １５０，８２７  １２，５３６  １６３，３６３  

予 備 費 ４，０００  －  ４，０００  

計 １，４９２，３４４  ▲１４，６８６  １，４７７，６５８  
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Ⅳ 知事の専決処分 
   令和３年度下半期（令和３年10月１日から令和４年３月31日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

 

（一般会計） 

 令和３年12月21日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                      4,436   

        合  計                    4,436 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

     保健福祉費                      4,436   

        合  計                    4,436 

 

  (2)主な内容 

・感染症予防医療法施行事業費（検査拠点整備事業） 

（ワクチン・検査パッケージ等に係る国制度の新設に伴い、当面の必要な経費を 

計上するもの。） 

 

（一般会計） 

 令和４年３月31日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                     △1,070   

     県債                         1,070   

        合  計                      0 

 

  (2)主な内容 

・歳入補正（国庫支出金→県債） 
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Ⅴ 予算の繰越し 
歳出予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内に支出が終わらない見込みのあるものについ

ては、予算で定め、翌年度に繰り越して使用することができます。これを繰越明許といいます。 

令和３年度予算のうち繰越明許の手続きをとったものは、 

一 般 会 計                 1,282 億 95 百万円 

特 別 会 計                   28 億 64 百万円 

です。この予算は、令和４年度に繰り越して使用します。 
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Ⅵ 令和 3年度予算下半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 4 年 3 月 31 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 3年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

394,088,217  386,319,243 98.0  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 134,393,579  114,896,387 85.5  

3 地 方 譲 与 税 50,067,514  50,283,946  100.4  

4 地 方 特 例 交 付 金 2,127,481  2,127,481  100.0  

5 地 方 交 付 税 218,967,205  218,744,052  99.9  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 751,040  709,975  94.5  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 10,189,366  4,540,136  44.6  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 16,614,777  16,400,503  98.7  

9 国 庫 支 出 金 399,460,194  280,075,638  70.1  

10 財 産 収 入 2,288,311  2,731,409  119.4  

11 寄 附 金 221,372  206,669  93.4  

12 繰 入 金 10,095,261  6,819,077  67.5  

13 繰 越 金 39,023,232  39,023,231  100.0  

14 諸 収 入 138,460,674  118,696,969  85.7  

15 県 債 198,198,033  104,969,033  53.0  

合      計 1,614,946,256 1,346,543,749 83.4 
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＜令和 3 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,620,609  1,583,078  97.7  

2 総 務 費 67,605,409  46,106,453  68.2  

3 企 画 開 発 費 32,271,852  29,825,716  92.4  

4 生 活 環 境 費 13,879,412  8,032,315  57.9  

5 保 健 福 祉 費 335,466,923  225,931,931  67.3  

6 労 働 費 2,453,121  1,966,138  80.1  

7 農 林 水 産 業 費 56,551,923  31,436,571  55.6  

8 商 工 費 236,852,090  184,993,678  78.1  

9 土 木 費 215,650,571  110,945,522  51.4  

10 警 察 費 63,707,840  56,548,599  88.8  

11 教 育 費 278,055,493  239,740,532  86.2  

12 災 害 復 旧 費 1,470,287  458,226  31.2  

13 公 債 費 144,231,211  112,615,072  78.1  

14 諸 支 出 金 163,362,727  143,590,870  87.9  

15 予 備 費 1,766,788  0  0.0  

合      計 1,614,946,256 1,193,774,701 73.9 
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和 4 年 3 月 31 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 3年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

20,184,131  18,912,424  93.7  18,468,224  91.5  

公 債 管 理 147,163,931  102,587,189  69.7  116,997,254  79.5  

市 町 村 振 興 資 金 1,890,885  1,607,621  85.0  1,298,508  68.7  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 3,756,953  4,916,288  130.9  2,756,846  73.4  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 2,993,941  2,754,230  92.0  2,749,936  91.9  

国 民 健 康 保 険 264,035,406  242,594,965  91.9  226,603,014  85.8  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 227,446  228,003  100.2  66,842  29.4  

中 小 企 業 事 業 資 金 645,747  627,600  97.2  418,607  64.8  

農 業 改 良 資 金 423,209  423,609  100.1  66,390  15.7  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 154,065  153,838  99.9  117  0.1  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 339,652  339,202  99.9  76  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 －  －  －  －  －  

港 湾 事 業 11,309,910  8,393,262  74.2  9,568,982  84.6  

都市計画事業土地区画整理事業 22,155,921  27,962,041  126.2  19,199,402  86.7  

合       計 475,281,197  411,500,272  86.6  398,194,198  83.8  
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Ⅶ 県民の県税負担の状況について 

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和 4年度の県税の当初予算額は、3,981 億 13 万円（1世帯当たり 33 万 1,909 円、１人当たり 14 万 161 円）となっ

ています。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和 4年度当初予算額 １世帯当たり負担額 １人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 277,415,873 231,283 97,668 

 う ち 県 民 税 122,483,282 102,115 43,122 

 う ち 自 動 車 税 53,453,126 44,564 18,819 

間 接 税 120,697,531 100,626 42,493 

 う ち 地 方 消 費 税 82,533,705 68,809 1,224 

計 398,113,404 331,909 140,161 

（注）世帯数 1,199,466 世帯、人口 2,840,403 人（4.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅷ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 

県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 4年 3月 31日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 1,577億 2,602万円、特別会計 1,322億 1,384万円です。 

 

＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 4年 3月 31日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 3年 10月 1日から 

令和 4年 3月 31日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,179,655,242 97,683,833 119,613,060 2,157,726,015 

特  別  会  計 137,383,208 4,683,700 9,853,070 132,213,838 

合 計 2,317,038,450 102,367,533 129,466,130 2,289,939,853 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和３年度下半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

10 － 10 － － 

11 － 11 － － 

12 － 12 － － 

1 － 1 － － 

2 － 2 － － 

3 － 3 － － 

合   計 － － － 

    

令和３年 10月 1日から 

令和４年 3月 31日まで 
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Ⅸ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 4 年 3 月 31 日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和 3 年度下半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和３年９月３０日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,262,520.42 15,863,157.69 28,125,678.11 14,837,865.72 42,963,543.83 43,099,400.09 △ 135,856.26

建 物 ㎡ 713,107.55 3,000,571.91 3,713,679.46 77,252.59 3,790,932.05 3,782,753.25 8,178.80

立　　　木 ｍ3 309,473.49 587.20 310,060.69 -                    310,060.69 263,974.69 46,086.00

か こ い 等 ｍ 144,583.06 416,400.67 560,983.73 967,228.79 1,528,212.52 1,528,918.33 △ 705.81

工 作 物 電 柱 類 本 266 142 408 2 410 409 1

門 、 浄 化 槽
個 18,218 21,481 39,699 4,553 44,252 44,097 155

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地上権等 ㎡ 7,596,529.28 6,336.03 7,602,865.31 18,648.80 7,621,514.11 8,279,992.93 △ 658,478.82

特許権等 件 -                    -                    -                    102 102 104 △ 2

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,940,934,161 66,940,934,161 66,989,869,161 △ 48,935,000

（令和４年３月３１日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

(立地推進部) 1 常陸那珂工業団地 △28,200㎡ 時価額譲渡

2 県帰属用地（造成替地） △12,204㎡ 譲与△4,951㎡、時価額譲渡△7,253㎡

3 鹿島臨海工業団地第３工区（神の池西部地区）Ｂ △5,380㎡ 譲与

（農林水産部） 4 県南農林事務所　農村交流基盤整備事業　八郷中央２期地区 △27,058㎡ 譲与

5 土浦土地改良事務所　田園交流基盤整備事業　八郷中央地区　道路敷 △9,924㎡ 譲与

6 畑地帯総合整備事業　鴻野山地区 △5,749.96㎡ 譲与

土地

（警察本部） 1 太田警察署 7,993㎡ 購入

建物

(教育庁) 1 下妻第一高等学校　エレベーター棟 7,505㎡ 新築

（土木部） 2 桜川西アパート　（１０４号棟） 1,236.82㎡ 新築

(保健福祉部) 3 コロニ－あすなろ　工場・作業棟(学習指導職能訓練棟) △1,017.73㎡ とりこわし

・令和３年10月1日から令和４年3月31日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物1,000㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

行
政
財
産

普
通
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和３年度下半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 今    期 
差引現在高 

積 立 額 取 崩 額 
 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 30,616,190 607 - 30,616,797 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,774,969 89 15,594 1,759,464 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 22,896 22,896 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 123,658,347 42,796 14,056,894 109,644,249 

 一 般 会 計 分 47,241,729 945 - 47,242,674 

 
特 別 会 計 分 ※ 
【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 76,416,618 41,851 14,056,894 62,401,575 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
39,004 9,362 - 48,366 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 111,629 4,012 21,625 94,016 

茨 城 県 緑 化 基 金 55,872 45,035 16,821 84,086 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 111,201 11 16,051 95,161 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 923,334 46 8,365 915,015 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,330,836 210,067 - 1,540,903 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 199,021 29 6,651 192,399 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,397 92 - 1,840,489 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 88,061 7 6,370 81,698 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,330,191 275,379 - 4,605,570 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 503,871 1,789,146 2,004,338 288,679 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,524,672 266,667 660,506 1,130,833 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 504,663 30 - 504,693 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 312,680 110,303 277,342 145,641 

令和 3年 10 月 1日から 

令和 4年 3月 31 日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 74,900 2 - 74,902 

茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 10,946,874 4,398,285 1,893,004 13,452,155 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 7,004,913 17,000,490 - 24,005,403 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,943,499 206 20,343 2,923,362 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,122 1,625 1,272 3,001,475 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
5,967,500 298 - 5,967,798 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,635,492 18,237 52,950 2,600,779 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 7,476,768 14,000,687 579,775 20,897,680 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 46,945 74 - 47,019 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 62,990 90,268 47,988 105,270 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
1,194,387 1,056,965 - 2,251,352 

茨 城 県 ホ ス ト タ ウ ン 等 

新型コロナウイルス感染症対策基金 
407,572 20 407,592 - 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
9,619 7,039 9,600 7,058 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
- 20,000,000 - 20,000,000 

合 計 210,597,519 59,350,770 20,125,977 249,822,312 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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